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劣加法性か優加法'性か？ 組織の統合と分散

●
●
 

柳沼寿

要約

近年ネットワーク型産業組織に対する関心が高

まっているが、本稿では、これを組織の統合と分

散という視点から捉え、ネットワーク型産業組織

が成立するための条件を特殊中間財の生産に要す

る費用関数の「劣加法性」あるいは「優加法`性」

という概念によって検討した。

この数学的条件により、経済活動を担う組織形

態がネットワーク型となるか、内部統合となるか

が規定され、両者を統一的に把握できる組織化の

原理が得られることになる。

形で整理されているようには思えない。本稿は、

こうした点を踏まえて、資源配分方法としての組

織形態のあり方を出来るだけ統一的に扱うための

操作可能なアプローチの方法を提供しようとする

ものである。

以下では、まず、連結の経済`性に関する議論を

ネットワークの外部性・取引費用の概念と関連さ

せて整理した上で、企業の事業活動における中間

投入財の重要性を指摘する。それを踏まえて、ネ

ットワーク型の分散組織と統合組織が共にこれら

の中間財生産にかかる費用関数の「劣加法,性(sub

-additivity)」及び「優加法性(super-additivity)」

をめぐる不等式の問題に帰着することを論じる。

その際、「範囲の経済`性」を表す費用関数の劣加

法･性との異同についても論じられる。最後に、こ

のモデルによって現実の経済で生じている様々な

現象がどの程度説明可能であるかを検討する。

１．はじめに

Ｒｎ,コース及び0.E・ウィリアムソンの議論以来、

市場と組織は経済における資源配分手段としての

機能を担うものであることが共通の認識となって

いることは改めて言うまでもない。そこでは概念

的に、市場と組織が両極として対置されているが、

両者の中間に連続的に捉えられるべき領域が存在

しているとの見方も可能である。ただし、この領

域は市場と組織の中間的アマルガムではなく、第

三の独立した資源配分メカニズムとして位置づけ

ることも考えられる。

こうした産業組織の研究から、市場でも組織で

もない、資源配分メカニズムとして連鎖型組織(1)

(2)、ネットワーク(3)、中間組織(4)(5)、等の言

葉で代表される取引形態が注目されるに至ってい

る。そしてこのような取引の成立根拠を「連結の

経済性」（１）(2)あるいは「ネットワークの経済性」

に求める議論がある。

しかしながら、これらの概念は充分操作可能な

２．連結の経済性、またはネットワークの経済性

（１）連結の経済性

宮沢健一は、今日の産業社会における情報化と

業際化の同時的進行に着目し、これまでの経済性

の概念であった「規模の経済性」や「範囲の経済

性」に加えて、複数主体間のネットワークの結び

つきが生み出す経済性の概念として新たに「連結

の経済性」を考慮すべきことを提唱している(1)
（２） 

Ｏ 

宮沢健一(2)に従って「連結の経済･性」の概念を

アウトプット面（外部効果の内部化）とインプッ

ト面（取引コストの節約）に分けて整理すれば以

下のようになる。
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①アウトプット面（外部効果の内部化）

情報利用による相乗（シナジー）効果

各主体毎に分散所有されている情報と資源を

共通目的の下に結びつけて、これら資源の補

完的利用を可能にする

情報技術による主体間の`情報フィードバックと

学習システム化

細分化された市場ニーズの予測を可能にする

「信頼財」（K､J・アロー）の創出効果

ネットワーク連結を通じて、旧来組織同士の

非効率なパートナー関係より高い信頼度の関

係を構築出来る

②インプット面（取引コストの節約）

‘情報コスト削減

情報交換の結節点（ノード）設定による情報

交換ルート節約の可能性

決済コストの節約

ネットワーク内部における決済機能併有によ

り、外部の決済システム利用コストを削減で

きる

在庫コスト削減

受発注業務自動化等ネットワーク化による時

間・距離・専門の壁の消滅による在庫コスト

の削減

このようなメリットが存在するにしても、「連

結の経済`性」が発揮できるのは、上記の経済`性が、

ネットワークの組織化コストを上回るときである

のはいうまでもない(2)。さらに、このネットワー

クの組織化コストに含まれるコストとして、宮沢

健一は参加組織間の調整コストをあげ、それら組

織間の`情報の統御と協力にあたる媒介機構（媒介

組織あるいはオーガナイザー）の重要性について

も触れている。

この「連結の経済・性」とその趣旨において殆ど

変わらない議論が林紘一によって「ネットワーキ

ングの経済性」として語られている(6)。

それによると、「ネットワーキングの経済性」

とは、「ネットワークにおける集中と分散の最適

な組み合わせという組織化の方法論が、複数商品

やサービスの提供において社内資源のみならず社

外資源を含めた有効な組織化に適用された場合に

発揮される経済効果」、をいう(6)。集中と分散、

組織化の方法論、経済効果、のそれぞれについて

さらに詳細な検討が行われているが、いずれも基

本的には「連結の経済性」で論じられた範囲とほ

ぼ重なり合っている。このことは林自身も認めて

おり、連結の経済`性が産業全体を通底する現象で

あるのに対して「ネットワーキングの経済性」は

ネットワーク産業内の原理であるとその違いにつ

いて述べている。

一方、「ネットワークの経済`性」という概念が、

新飯田・後藤・南部によって提唱されている(7)。

それによると「ネットワークの経済,性」とは、個

々の企業がネットワークを構築することにより、

ｌ企業にとっての製品またはサービスの提供にお

ける単位当たり費用が低下し、また、派生的に新

しい利益が生じること、とされる。

このような経済性が生じる理由として、ネット

ワークを通じて新たに利用可能な`情報が導かれる

ことから生じる組織拡大の利益、`情報の共同利用

に伴うコスト削減、ネットワーク全体としての複

数財生産による経済,性、が指摘されている。

ここで触れておくべきは、「連結の経済性」、

「ネットワーキングの経済性」、「ネットワーク

の経済,性」の議論の基本にあるのが、通信をはじ

めとする各種`情報技術の発達である、ということ

である。例えば、連結の経済`性をとれば、アウト

プット面、インプット面、いずれもそうしたハー

ドの情報技術の発達と関連させた論じ方となって

いる。これらの概念が、近年のネットワーク技術

の進歩が産業経済に対していかなる新しい経済性

を生み出すか、を論じているのであるから当然と

もいえるが、企業組織間のネットワーク、あるい

は連鎖型組織、Ｉまハード技術の進歩と切り離して

機能的に論じることも可能であろう。

日本の産業システムの特徴である、大企業と中

小企業間の系列取引や、中小零細企業間の取引関

係、イタリア・北欧などにおける企業間関係など

はかなり以前から存在していたし、こうした企業

間ネットワークの効率性や新たな可能性について
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も既に情報通信技術の発達と切り離して指摘され

ていたのである（(8)(9)など）ｃネットワークに

おけるノードは、情報交換チャネル削減にとって

重要であるが、これは単なるハード施設というよ

りもっと広い意味での機能を示し、ネットワーク

全体をコーディネートするオーガナイザー機能と

みるべきであろう。確かに情報技術の発達がこれ

を利用するコストを低下させたことによってネッ

トワーク組織あるいは「連鎖型組織」（２）の重要

性を高める方向に作用したことは間違いないにし

ても、より一般的な形でネットワーク組織あるい

は連鎖型組織の機能について論ずることが出来る

ように思われる。

織論に欠けているとして、両者の違いを強調して

いる(2)。この批判は0.Ｅウィリアムソンの取引

費用論にも同様にあてはまる。事実、０．E､ウィリ

アムソン自身、特異的財の反復的取引における拘

束的契約（特定企業間の継続的取引）が近年注目

されているものの、十分な理解を得ていないこと

を指摘、取引費用の概念では必ずしも説得的に説

明できない可能性を示唆している（]o)。

確かに、「連鎖型組織」が複数の市場にまたが

って組織化しうる可能性を持つことは認められる

が、市場の接続という問題と、接続された市場に

またがって企業活動を展開するときの組織形態の

選択という問題は一応区別しておく必要もあろう。

たとえ、市場の接続と無関係ではないとしても、

組織形態の選択はやはり企業にとって何らかの共

通尺度に基づいて決められるものと考えられるの

である。本稿ではその共通尺度を費用関数に求め

ることが可能であるとの立場をとりたい。

（２）取引費用、中間組織

市場と組織の問題は取引費用の問題を抜きにし

ては語れない。0.Ｅ・ウィリアムソンは、取引費用

の原因として、不確実性、取引特殊的投資（サン

クコストを含む）、機会主義的行動、の存在をあ

げている(10)。そして、市場取引によるコストは

これらの程度が高まると共に上昇し、組織化への

誘因を与えるという。

これに加えて、特異的な財（標準化されておら

ず、従って市場取引が難しい財）が反復的に取引

されるような場合には、内部組織化という選択の

他に、特定企業間取引が持続する可能性があるこ

とを認めている。

今井他(4)：5)は「中間組織」の概念を論ずろ中

で、市場における決定原理としての価格とメンバ

ーシップ原則としての自由参入．退出と、組織に

おける決定原理としての権限とメンバーシップ原

則としての固定的・継続的関係、を対置、価格と

固定的．継続的関係、あるいは権限と自由参入・

退出、という組み合わせに、市場と組織との「中

間的組織」「中間的取引形態一の可能性があるこ

とを指摘している。

宮沢健一は、「連結の経済`性」と「中間組織」

の類似性は認めつつ、連結の経済性が有している

「市場にまたがりそれと組織を結びつける第三の

ものとして連鎖型組織をとらえる」視点が中間組

（３）ネットワークの外部性

連結の経済性、ネットワークの経済性、ネット

ワーキングの経済性、と共通部分を持ち、しかも

混同されがちなものとして「ネットワークの外部

性」がある。

もともとは、LRohlfsが1976年に通信サービス

の需要を論じたときに導入した概念で（林敏彦(］

])による）、通信網に代表されるネットワークに

参加したり、ソフトウェアが重要なパソコンなど

の機器の11Mi入する事によって、社会全体として、

限界的加入者（購入者）の享受するメリットに加

えて、既存加入者も新規加入者とのコミュニケー

ション機会が増大したり、メンバー数増大に対応

してソフトウェアの相互利用が促進されるなどの

メリットを享受できるというプラス効果が発生す

ることを指している。

その後、ＭＬ・カッツ．Ｃ・シャピロが中心となっ

てこの問題が展開されたが('2）（'3>、関心は、複

数のネットワークが存在している場合、消費者の

行動によってどのような条件を満たしたネットワ

ークが残るか、ネットワークを櫛築する企業の行
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動はどのようなものか、におかれている（なお林

敏彦('１）も参照）。

いずれも、ネットワークサービスを企業がどの

ように供給するか、ユーザーもしくは消費者はそ

れをどのような形で需要するか、が問題である。

確かにネットワーク産業（通信、流通、航空、等）

の市場における需要と供給の問題が重要であるこ

とは論を待たないが、それを利用する企業の取引

形態に直接かかわる議論は取り上げられていない。

既に述べたように連結の経済`性は、ネットワー

クそれ自体がどのように決まるか、という問題よ

りは「組織としてのネットワーク」（林い')によ

る）を企業間取引形態の中にどう位置づけるか、

に関心がある。この意味では、「ネットワークの

外部性」は「連結の経済･性」と同じ概念ではない

というべきである。

もちろん、`情報ネットワークの発達と拡大が、

企業間取引形態に大きな影響を与えることは充分

認識すべきであり、連結の経済性においても充分

意識されていることは明らかであろう。本稿では、

ネットワーク技術の進歩とネットワークの拡大を、

ネットワーク組織化のコストの一部として含む形

で議論の展開を図ろつもりである。「ネットワー

クの外部性」は「連結の経済性」を構成する一部

分である、ということが出来よう。

(1)ＺＣ（yi）＞Ｃ（ＺｙｊｆｏｒＯ≦yj≦ｙ 
ｉ=Ｌｎｉ=1,m 

(2)ｙｊ＊ｙｊ'二０ｆｏｒｉ≠』

このうち、(1)式は、左辺が示す複数組織（複

数立地）で別のアウトプットベクトルを生産する

コストよりも、右辺で表される単一組織（単一立

地）において全てのアウトプットベクトルを生産

した時のコストが安くなる、ということを表して

いる。（２）式は、各々のアウトプットベクトルは

互いに直交し、共通部分がないことを、従ってあ

る組織の生産しているアウトプットベクトルと別

組織が生産しているアウトプットベクトルとの間

には共通性がなく、相互に代替することが出来な

い、ことを示している。

費用関数がこの劣加法`性の条件を満たすことが

わかれば、企業は複数の異なるアウトプットベク

トルを結合生産した方が有利になることはいうま

でもない。従って、(1)の条件は、企業の事業部

門の多角化に対するインセンティブを与える条件

といいかえることが可能である。

この「範囲の経済性」が生じてくる原因として

は、複数の生産過程に投入可能な共通インプット

の存在があげられる。０．E・ウィリアムソンは統合

化への契機の一つとして取引特殊的要素の存在を

あげているが、この中にはここでいう共通インプ

ットが含まれる。複数の生産過程に安いコストで

転用できるインプットが組織内に存在している場

合に範囲の経済性が生まれてくるのである。いい

かえれば、このような組織内部における公共財的

な性格を持ったインプットがあれば、－組織内で

結合生産した方が、別々に生産するより、インプ

ットに対する派生需要を少なくすることが出来る、

ということである。こうして、範囲の経済性は次

のようにデュアルな形でインプットを用いて表現

することが出来る（'4)。

（４）範囲の経済性

Ｗ､Ｊ・ポーモル、ＬＣ・パンツァー、Ｒ､Ｄ・ウィリッ

ク（Ｍ)により導入された「範囲の経済性(econo-

miesofscope)」は、本稿における「連結の経済

性」、「ネットワークの経済性」のモデル化を試

みる上で大変有益なヒントを与えてくれる。

いま、ｃ(yi)をアウトプットベクトルｙｉを生産

する場合の費用関数として定義すると、この費用

関数が以下の「劣加法･性(sub-additivity)」の条

件を満たすとき、強い意味での範囲の経済`性があ

るという（'4)。
(3)X`（２ｙ鰯)〈h：nXl(y脇）ｆｏｒＶｉｈ二1,、

左辺は、－組織内で全てのアウトプットベクト
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ルを結合生産した場合のある特定インプットへの

派生需要の大きさを示し、右辺は、各アウトプッ

トベクトルを個別に生産した場合、第iインプット

への派生需要の合計を示している。従って、左辺

が小さければ、単一組織での結合生産の方がイン

プットの投入量を節約でき、費用も安くなる。

これを(1)と比較すれば、範囲の経済性は、費用

関数における劣加法性の存在としても、また(3)の

ように派生需要関数の劣加法`性としても既述でき

ることになる。

重要なのは、複数生産のために利用可能な公共

財的なインプットの組織内での存在であり、例え

ば、最終製品に一定比率で組み込まれる部品のよ

うなインプットは、範囲の経済性を生み出す源に

はならない、ということである｡｡)。

範囲の経済性は、費用関数の劣加法性、あるい

は派生需要関数の劣加法性、という条件に依存し

ていたから、「範囲の不経済」は、論理的には、

(1)と逆の不等号が成立する時に生ずる。すなわ

ち、費用関数の「優加法性(supe炉additivity)」

もしくは、派生需要関数の「優加法,性」が成立す

る場合である。

Ｗ､Ｊ､ポーモル、ｌＣ､パンツァー、Ｒ,Ｄ・ウィリッ

ク(14)においても、管理費用とコミュニケーショ

ンコストのために、費用関数の劣加法'性が満たさ

れず、不等号が逆になる可能性は指摘されており、

そうした場合には、単一組織による結合生産では

なく、分離組織による生産が望ましくなることは

いうまでもない。

上述の議論から明らかなように、「範囲の経済

性」は結合生産における公共財的インプットの存

在を前提として成立する。公共財的という意味は、

当該企業組織内部においてそうなのであって、そ

のインプットは基本的に市場で調達しうるもので

差し支えない。「連結の経済性」においては、各

経済主体に分散所有されている情報資源の蓄積を

補完的に利用する（共有する）ことがまず第一の

要件であった。そのことは補完的に利用すべき資

源が市場から容易に調達できる性質のものではな

いことを物語っている。だからこそ「共有」が必

要になるのである。範囲の経済性の概念は、こう

した状況にどう対応すべきかについて触れるとこ

ろがない。

さらに、宮沢健一(2）も指摘するように、範囲

の経済性の概念は、「主として単一主体・単一組

織の立場に着目して、その主体による複合生産を

とらえるために考え出された見方」である。範囲

の経済性の議論によって、どのような事業分野を

同時結合生産すればより効率的か、を理解するこ

とは出来るが、その際外部組織との間にどのよう

な関係が成り立ちうるのか、また成り立たないの

かについて充分な展開がなされていないように思

えるのである。

（５）「連結の経済」、「ネットワークの経済」

本稿の目的は、「連結の経済」、「ネットワー

クの経済」、「ネットワーキングの経済」、等に

よって示唆される現象が取引形態といかに関わり

を有しているかを明らかにするところにある。こ

れらの言葉が各々異なる現象をその中に含んでい

ることは事実であるが、以下では「連結の経済」

ないし「ネットワークの経済」として同一の意味

を持たせることにする。

ここでの定義は、「連結の経済」の定義を踏ま

え、アウトプット面における資源利用の相乗効果

と信頼財創出効果、およびインプット面における

'情報交換ルート節約効果、をその内容としたい。

`情報フィードバック・決済コスト・在庫コストも

広い意味で含むと考える。これらは特に情報通信

技術の進歩を経済性の中に取り入れるための項目

であり、本稿の議論がもう少し一般的なネットワ

ーク組織あるいは連鎖型組織という枠組みによっ

て進めるためにここでは補助的な役割を与えるも

のである。

このような定義を与えると、これは新飯田・後

藤・南部(7)による定義、すなわち、新たな`情報の

人手、･情報の共同利用（新たな`情報人手と基本は

同じ）、複数財生産、と違いはない。「連結の経

済」と「ネットワークの経済」を同じ内容として

扱おうというのはその意味である。
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以下の展開にとって基本的に重要な視点は、

「インプット」の「共有」であり、この点につい

ては次節でより詳細に議論する。

また、ネットワークの外部性についてはこれを

これから用いる「連結の経済」あるいは「ネット

ワークの経済」の一部として論ずる立場をとりた

い。

「中間組織」、「取引費用」の概念が本稿で取

り上げようとする現象を充分フォローできないと

の宮沢健一の批判はあるものの、企業が組織形態

を選択する際の共通的基準として費用概念を用い

ることが適当であると思われる。その際、「範囲

の経済」にみられる費用関数の「劣加法'性」ある

いは「優加法･性」の定式化が有用であることを以

下のモデル化の中で示してみたい。

よって生産物の量が説明される。企業の事業活動

においてこれらの生産要素が重要なことは論を待

たないが、自らのアウトプットを生み出すために

様々な中間財が必要であるのも自明のことである。

企業組織は多くの従業員や設備等から構成されて

いる。本稿における重要な論点の一つは、これら

の生産要素が、企業の事業活動に必要な中間財を

供給するために存在していると考える点にある。

販売・営業担当部門は、自ら製造したアウトプ

ット（これはモノであることもサービスであるこ

ともある）を市場に提供するために必要なサービ

スを中間財として組織内部で生み出しているので

ある。人事部・経理部・企画部門・研究開発部門

も当該企業のアウトプットを組織的に供給し、将

来市場につなげていくために必要なサービスを中

間財として自給していると考えられるのである。

このように考えると、企業の事業活動にとって

本質的なことは、その事業に必要な様々な中間財

をどれだけ調達できるか、ということになる。従

って、新古典派の理論のように、単なる労働力と

資本設備の量の問題ではなくなってくるのである。

これを踏まえると、何故「共有」が注目される

のかが理解できる。「共有」が行われるのは、自

分の組織内に必要な中間財を生み出すための内部

資源がない場合である。現時点では所有していな

くても、安い費用で必要量だけ市場から資源の調

達できるような調整費用がかからない場合には、

直ちに必要資源の内部化が行われ、あえて他企業

の資源を「共有」する必要性がない。従って、他

企業の資源を共有するということは、その資源に

ついてそもそも市場が存在しないか、あっても必

要量調達するのに非常に高い費用がかかる、との

前提が必要である。あるアウトプットを供給する

のに、非常に特殊な中間財が必要になり、その市

場が存在しない場合他企業と共同でそれを開発し

ようとする、あるいは自らの内部資源としての蓄

積はないが他企業がそれを有している場合にはそ

の企業と必要資源を「共有」しようとするのであ

る。

「ネットワークの経済･性」あるいは「連結の経

３．組織形態決定のモデル

（１）「インプットの共有」の意味

以上の議論を踏まえて、企業が統合的な組織に

よって行動するか、より分散型の組織によって行

動するか、を説明できるモデルを考えてみよう。

モデル化に際してまず留意すべきは、ここでの

対象が、物理的なネットワークに関する議論では

なく、より一般に人や企業のつながり、人間関係

としてのネットワークである、ということである。

その意味は、各経済主体が、互いに取引関係を通

じて相手の状況・能力を理解できる状況に置かれ

ており、その意味で各主体間で情報の非対称'性が

回避され、Ｋ､J・アローの言う「信頼財(trust,mya

-lty)」が既に存在し、あるいは｣コモンズ流

に言えば「公正への期待」が存在している状態を

指す。

そして上述の議論からわかるように、ネットワ

ークの経済性、連結の経済性、が注目しているの

は「インプット」の「共有」である。

インプットとは言い換えれば、様々な生産要素

である。新古典派の理論における生産関数は、基

本的に労働と資本という二つの本源的生産要素に
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人量は、中間財産出量ｑｉに依存するから、厳密に

はｋｉ（ｑｉ）と表される。Ｃ(Ｚｑｊ;ｋｌｋ２,…胸)の

中には、全ての必要中間財を－組織内で自給する

ためのコストとして、自ら保有しているもの以外

の必要特殊資源ｋｉを内部蓄積するのに要する調整

費用と、全ての資源を中間財生産のために効率的

に割り当て・調整するインテグレーションコスト

ないしオペレーティングコストともいうべきもの

が含まれているＣ

ＣＣは、連結の経済性の所で触れられた情報ノー

ドの役割を減ずるオーガナイザーが、アウトプッ

トｙを産出するために必要とされる特殊資源所有

企業を組織化し、様々な連絡・調整を行う費用で

ある。この費用が通信情報技術の進歩により引き

下げられるという意味で、技術に依存していると

考えることもごく自然である。従って、通信網な

どの情報ネットワークシステムの運営コストなど

もこの費用の中に含めて考えてよい。

済･性」が発揮されるのは、ある企業があるアウト

プットを供給しようとするとき、それに必要な中

間財が特殊で、容易に市場から調達できず、自ら

の内部資源で生み出すには費用が高すぎるものの、

他企業の資源を借用して生産することの費用を上

回る場合である、と考えられよう。逆に特殊な中

間財が必要であっても、内部資源を動員すること

で比較的容易に入手できたり、あるいは必要資源

を安い調整費用によって調達することが出来る場

合には、むしろ内部化によって特殊中間財を生み

出した方が安価になる。この場合にはむしろ「ネ

ットワークの不経済性」あるいは「連結の不経済

性」が作用するといえる。

（２）モデルの定式化

「ネットワークの経済・不経済」あるいは「連

結の経済・不経済」を決めるのは、特殊な技術・

ノウハウや能力を必要とする中間財の供給コスト

である、ということを指摘した。その際、ネット

ワーク組織においてはコーディネーションのため

の費用が、統合的な組織の場合にはインテグレー

ションのための費用が考慮されなければならない。

モデル化に必要な記号を以下の通り定義しよう。

＜強く連結されたネットワーク＞

最初に、最も厳密な「ネットワークの経済性」、

「連結の経済,性」を考えるために、特殊中間財

ｑｉに関して次の性質を仮定する。

ｑｉ＝[qil,qi2,…,qjm］：各組織が供給でき

る特殊中間財

＝ｑｉ（ｙ；ｋｉ）：生産物ベクトルｙの派

生需要としての特殊中間投入財で、

特殊資源ｋｉを用いて生産

ｑｉ＞Ｏｉ=1,2,...,ｍｆｏｒＶｙ＞O 

C（Ｚｑｊ;k],ｋ2,…,ｋ録）
ｉ=11, 

：全ての必要特殊中間財を－組織

内で供給する生産コスト

C`(qi,Ｍｉ二Ｌ２…,ｍ：ｋｉを用いてqiを供

給する第i組織の生産コスト

CO(k1,ｋ2,...,ｋm）：ネットワーク組織の運営

・調整コスト（取引費用）

(4)ｑｉ＊ｑｊ,＝Ｏｆｏｒｉ≠』

これは、各組織が供給可能な特殊中間財が重複

しない、つまり、企業が異なれば、各企業の提供

可能な特殊中間財は異なるのであり、ある企業の

供給可能な中間財は他企業によっては供給し得な

い事を意味している。従って、あるアウトプット

ｙを生み出すのに必要な中間財はどの企業も内部

資源によって生み出すことが不可能な状況にある

ことを表す。

各企業の生み出す特殊中間財が各々の企業が有

している特殊資源によって生産されるとの仮定か

ら、上記のことは、特殊資源についてもあてはま

る。すなわち、各組織の有する特殊資源は重複せ

ず、ある企業が有する特殊資源は他企業の資源に

よっては代替できないのである。

上記費用関数中の特殊資源ｋｉ(i=1,2,…,、)の投

５３ 

Hosei University Repository



強く連結されたネットワーク組織が成立するた

めの条件は次のように表現される。

でもない。このためのコストが高すぎればネット

ワーク取引も成立しない。より積極的には、どの

企業がどのような特殊中間財を供給できる能力が

あり、どのような行動パターンをとるかに関する

情報蓄積の如何かコーディネーションコストを大

きく左右することを指摘すべきであろう。そこに

ネットワーク取引特有のオーガナイザーあるいは

コーディネーターの存在意義が認められるからで

ある。このようなコーディネーションコストを考

慮しても(5)式が成り立つことがネットワーク取

引成立の要件となるのである。

さらに、コーディネーションコストは今述べた

ような経済主体の行動によるだけでなく、情報・

通信技術にも大いに依存する。これらの発達がコ

ーディネーションコストを引き下げ、メンバー数

を増やすなどのネットワーク化が促進されるとい

うこともＣＯを経由して(5)式の中に含まれている

と考えるべきである。

(5)ＺＣｉ(qi,ｋｊ）＋ＣＯ(k],ｋ2,…,ｋ､） 
ｉ二1,固

くＣ（Ｚｑｉ;k１，ｋ2,…,ｋ凧）
ｉ=1,ｍ 

上式において、右辺は、全て必要な特殊中間財

を一組織内部で生み出すのに必要なコストを表し、

左辺は、特殊中間財をメンバーｍから成るネット

ワーク組織によって供給した場合のコスト（＝生

産コスト＋コーディネーションコスト）である。

もし(5)式のように左辺が小さければ、アウトプッ

ト（ｙ）に必要な特殊中間財（＝Ｚｑｉ）を、自ら

の内部資源によって生み出すのでなく、他企業の

有する特殊中間財供給力に依存するネットワーク

とすることが経済合理,性を持つことになる。

(5)式は、範囲の経済性における費用関数の「劣

加法性(sub-aditivity)」に習っていえば、「優加

法,性(super-additivity)」とも言うべきものであ

る。従って、特殊中間財供給の費用関数が優加法

性を有するとき、ネットワーク組織による中間財

供給は合理性を持つといえる。

もちろん常に特殊中間財供給に関する費用関数

の優加法性が成立するわけではない。逆の場合、

すなわち、一組織が全ての中間財を自給する方が

効率的な場合もあり得る。その場合には(5)の不

等号が逆になり、費用関数の「劣加法,性(sub-a-

dditivity)」が支配し、「連結の不経済」あるいは

「ネットワークの不経済」と呼ぶべき世界へと移

行することになる。

もう一つ、(5)式に特徴的な点は、ネットワーク

の運営・調整にかかわる費用COである。取引にお

ける不確実,性、機会主義的行動の存在、Ｉま既にウ

ィリアムソンによって指摘されたところである。

これらは市場取引にかかわる取引費用を高め、市

場による資源配分を歪める可能性を持つが、ネッ

トワーク取引においても同様の事態が起こりうる。

企業間取引がスムースに行われるためにはこうし

た状況が極力排除されねばならないことはいうま

く弱<連結されたネットワーク＞

（５）式で表現された中間財調達方法決定基準の

前提は、アウトプット（ベクトル）を産出するに

は市場で入手できない中間投入財が全て必ず必要

とされることになっている。いわば、アウトプッ

トとインプットが厳密な対応関係を保って取引さ

れている場合である。しかしながら、様々なアウ

トプットを産出する場合には、常に同じ中間役人

財を必要とするわけではない。ある産出物に対し

てはある特定の中間投入財が必要とされ、異なる

産出物に対しては別の投入財が必要とされるのが

自然である。それにもかかわらず、全体としてネ

ットワーク型企業取引が成立する場合が存在する。

このような状況を表すために、以下の記号を導

入しよう。

(6)６ｉ（ｙ）＝ｌｉｆｑｉ（ｙ）＞０ 

ｆｏｒヨｙ＞０

Oｉｆｑｉ（ｙ）＝０ 

ｆｏｒヨｙ＞0
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つまり、あるアウトプットを生み出すために第

i中間財が必要であればＤｉ－ｌとなり、不用であ

れば６ｉ＝０となることを意味する。

この記号を用いて、弱く連結されたネットワー

クが成立するための条件を記せば次のようになる。

(4)式にみられるように、各主体の生み出す中間

財には共通性がない。従って、「範囲の経済性」

が生じる原因として想定されている複数生産過程

において費用０で転用されるインプットが存在し

ない世界が前提とされることになる。こうして、

(5)式の表現においては、インプットは市場で入

手できず、公共財としても使えるわけではない

（従ってクラブ財とも異なる）ことになる。そこ

にインプットを自給すべきか、他企業の資源を利

用するネットワークによるべきか、という企業の

組織形態選択の問題が生じるのであり、（５）式が

その条件を決めていると解釈できる。

また、範囲の経済性はその定義によって、同一

組織による結合生産という形態をとった場合、そ

れまで別組織が行っていた生産物も引き続き供給

する、という特徴がある。この特徴は、（５）式に

おいても形式的に保持されている。ただし、異な

る点は、中間財は他企業とのネットワークで供給

される場合には企業間取引の対象となるのに対し、

単一組織内で内部化して自給する場合には必要中

間財としては供給されていても、「財」として企

業間取引の対象にならない、という点である。

(7)Z6iCi(qi,ｋｉ）＋CO(５ｌｋＩ，６２k2,…，６厩k､）
ｉ=1,ｍ 

＜Ｃ（Ｚ５ＡｑＡ；６，ｋ,’６２kg,…，６，km） 
ｉ二ＩＣ、

こうして、全体として一定のグループメンバー

を持ち、場合により組み合わせメンバーが異なる

ネットワークを構築することを可能とする条件を

得ることが出来る。

ある特定のアウトプットを生み出すためにどの

ような特殊中間財が必要になるか、これは常に機

械的に決まるものではない。企業が共同開発を試

みる場合などは、試行錯誤の過程で必要な中間財

も多岐にわたる。その際重要なのは、コーディネ

ーションの機能であり、そのための情報の蓄積や

人材の資質などに依存して６の値が決まってくる

と考えられる。

（２）範囲の経済性との相違

興味深いのは、(5)式と範囲の経済性との関係

である。範囲の経済性は(1)式における「劣劒性法性」

で示されるのに対し、(5)式はその不等号を逆にし

た「優加法性」の形をしている。従って、(5)式

は範囲の経済性の形式を逆転させて企業が調達す

る中間財の世界に適用したものと解釈することが

出来る。範囲の経済性の概念は、既に指摘された

ように複数生産物を取り扱う際に使用される。し

かし、この概念と表現形式はアウトプットのみな

らず、中間投入財の世界でも使用しうるものであ

る。本稿ではこれを生産物ｙの供給のために必要

な中間財というアウトプットとして理解しようと

するものである。

このように考えることによって、ＷＪ・ポーモル、

』.C,パンツァー、Ｒｕウィリック（14)における、

範囲の経済･性の概念を応用することが可能になる。

５．モデルの説明可能性

以上が「連結の経済」あるいは「ネットワーク

の経済」を説明するフレームであるが、次に検討

すべきは、このように定式化されたモデルが、ど

のように現実を説明できるか、である。定式化自

体は費用関数によっているから、適当なデータに

よって計量的に分析可能となるかも知れないが、

ここでは「連結の経済･性」・「ネットワークの経

済性」を用いていくつかの現象についての定性的

な議論にとどめたい。

①系列取引

自動車産業や、エレクトロニクス産業にみられ

るアセンブラーとしての大企業とその傘下で部品

供給を行っている企業との取引形態である系列取
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引は、これまでの議論から容易に推測できるよう

に、「連結の経済」ないし「ネットワークの経済」

を活かした取引といえる部分がある。取引される

対象が最終製品（ｙ）に必要な部品（ｑ）であり、

まさに特殊中間財に他ならないからである。特に、

アセンブリープロセスの上位組織が下位組織の生

産する部品を自給できず(4)の条件が成立するよ

うな場合が典型的である。

この場合の企業間取引形態は、「強く連結され

たネットワーク」といってよい。なぜなら、最終

生産物に必ず組み込まれる部品が参加企業組織に

よって供給されるからである（全てのびｉ＝ｌ）。

最も、生産ベクトルによって不必要な中間財があ

るようなケースでは「弱く連結されたネットワー

ク」ということになる。

注意すべきは、最終生産物の組立のために個々

に部品が必要とされ、そのための企業間取引が存

在する場合は、範囲の経済性の源泉とはならない、

ということであり、系列取引は範囲の経済`性とは

異なる連結の経済性ないしネットワークの経済性

によって理解する必要がある、ということである。

ある。かっては問屋がその役割を担ったこともあ

るが、今日ではオーガナイザーに特化した企業も

登場して、全体としてのネットワークを動かして

いる。こうしたオーガナイザーが存在しない場合

には、ＣＯが非常に高くなり、統合組織の方が有利

になりやすい。

特徴的なことは、このネットワークは生み出す

べきアウトプットに応じて、弾力的に必要中間財

供給企業を選択していくことにある。つまり、

６ｉは常にｌをとるわけではない、ということで

あり、弱く連結されたネットワークの典型といえ

る。

③製品開発における提携

本来製品開発期間に行われる全ての活動は、最

終目的である新製品（ｙ）のための中間投入（ｑ）

なのである。その中間投入財を自ら供給できない

企業は他企業の能力に依存して中間財を入手しな

ければならない。新製品開発には、技術や人材・

資金等が必要であるが、それらは、各種のモノや、

ノウハウの提供を含むサービスの中間財算出のた

めに用いられるのである。

新製品開発における企業間提携は、この考えに

即していえば、新製品開発に必要な様々な中間財

の内、自ら供給できるものに限りがあるケースと

理解される。

いわゆる企業間提挑によるシナジー効果という

のはこのようなケースが妥当する場合であり、連

結の経済性の議論でも大きなウェイトを占めてい

る。

開発終了完成までの間の中間財取引は「強く連

結されたネットワーク」によって行われる場合と

「弱く連結されたネットワーク」によって行われ

る場合があり得る。後者の場合には、メンバーの

拡大・縮小などを伴うケースも考えられる。

因みに、Ｒ・ホリングスワース(3）は戦略的提携

やジョイントベンチャーについて、その理論的条

件が不明である、としているが、本稿の考え方を

適用できるのではないかと思う。Ｓ､マーティン(】

5)によれば、｣.Ｆ・ヘンナートは、ジョイントベン

②中小企業間取引

都市における企業間取引は、しばしば中小企業

の連鎖型取引の形態をとる（(3)(8)など）。こう

した取引形態の存在理由は、特定プロセスや分野

への特化に伴う最適最小規模の相違、経営インセ

ンティブや機会主義的行動の強さ、等の面で中小

規模の適`性、あるいは大規模事業の不適性が存在

しているためといえる。

Ｈ・ライペンシュタインのいうＸ非効率が大規模

企業に存在する、ということが－つの説明を与え

ることは確かであるが、一方で、これと合わせて

特殊中間財を供給しうる中小規模企業をネットワ

ーク的に組織化することのメリットが大きい、と

いう連結の経済･性による説明も成り立つ。

大企業の試作品などがこうした中小企業のネッ

トワークに持ち込まれることがあるが、その際重

要なのは、これらの中小企業の技術力などについ

ての,情報を蓄積しているオーガナイザーの存在で

５６ 

Hosei University Repository



これらの事業活動は、本稿の考えに従えば、当

該企業の事業活動（ｙ）のために必要としていた

中間財投入（ｑ）である。社内で自給するより、

外部から購入した方がコストが安くつく、という

のがこの現象の本質であり、「連結経済性」によ

って説明が可能である。但し、こうして外部化し

たサービスが、当該企業の活動に特殊な中間財で

あるかどうかの問題が残っている。もしそうであ

るならば、外部化した企業とネットワーク取引に

はいることになるが、特殊`性のない中間財であれ

ば、「市場」からの調達として理解しなければな

らず、連結の経済性の概念は適用できない。

いずれにしても、これまで外部企業との取引と

して存在しなかった財が、外部化して登場するこ

とになる。

チャー形成の必要条件として投入要素市場での非

効率を指摘している。

よりダイナミックな企業行動として、ある事業

を他企業と当初提携を結んでスタートさせ、その

後提携を解消して自ら手がける、というパターン

がある。これは、当初特殊中間財を自給できない

ため、他企業と提携してネットワークを通じて供

給してもらうものの、中間財の提供を受けること

による学習効果を通じて自給のための資源が蓄積

され、ある時点以降自給可能となるため、と考え

られる。このような行動については、（５）式の右

辺をインテグレーションコストと調整費用に分割

し、調整費用が、必要資源量（ｋｉ(qi)）とＫ､J、

アロー流の学習効果によって到達しているレペル

（Jqidt）との差に依存するように定式化すれば

よい。

⑤製販統合

これまで製造を担当していた企業と、販売を担

当していた企業が合併する、というケースである。

製造と販売とは相異なる財であり、それを合併す

る、というのは一見範囲の経済として説明可能の

ように見える。しかしながら、合併によって、従

来事業活動として行っていた製造部門の活動が内

部化されてしまう、という点は、範囲の経済,性の

定義と整合的でない。製造も販売も、それぞれ本

来は企業活動に必要不可欠な特殊中間財であると

理解することによって、ここでは「連結の不経済

性」によって説明することが可能になる。

製版統合が見られるということは、ネットワー

ク組織が常に統合組織より有利であるという保障

はない、ということを示している。

(8)ＺＣｉ(qi,ｋｉ）＋ＣＯ(k1,ｋ2,…,ｋ､） 
症1,ｍ

＜ＣＩ（Ｚｑｉ;ｋ1,ｋ2,…,ｋ､） 
ｉ二1.ｍ

＋ＺＣＡ(kj*(ｑｉ)-G（Jqidt)） 
ｉ=１．ｍ 

こうすれば、当初は右辺のCAが大きいために連

鎖型組織を利用することが合理的であるが、時間

の経過と共にCAが低下、ある時点以降は右辺が小

さくなって、提携を解消して自社供給することが

有利になることを説明できる。

④社内サービスのアウトソーシング

従来社内で行っていた仕事を別企業として独立

させる傾向は既に定着しているが、その際、独立

させた別企業からそのサービスを購入するケース

も多い。旅行代理店、保険代理店、食堂部門、保

守部門、等の他に研究開発・総務・人事、等の仕

事まで外部購入する傾向もある。

これまでは、これは企業による多角化現象とし

て、範囲の経済･性の概念を用いて説明されてきた。

しかしながら、別会社としてその事業を委託する、

ということは本来範囲の経済性では扱えない問題

である。

６．おわりに

ネットワークとその経済性をめぐっては様々な

議論が行われてきたが、本稿では、宮沢健一の

「連結の経済」を手がかりにして、資源配分の一

形態である、「連鎖型組織」あるいは「ネットワ

ーク型組織」の生ずる論拠を、企業の生産活動に
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必要な特殊中間財の生産に伴う費用関数の「劣加

法性」・「優加法性」の概念によって検討してみ

た。その結果、連結の経済性、あるいはネットワ

ークの経済,性の概念は、範囲の経済とよく似た定

式化が可能であること、これによって取引形態が

分散的な連鎖型あるいはネットワークになるのか、

それとも統合的な形態として組織化されるのか、

を決める条件を設定することが出来ることを明ら

かにした。そして、この考え方を用いて、いくつ

かの企業間取引形態が説明可能であるかどうかを

検討した。

本稿の議論はまだ充分消化されていない部分も

あり、さらに多くの実例とつき合わせることが必

要である。そういう過程を経て、定量的にも実証

可能なモデルに近付いていくことが望まれる。
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